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6GHz帯無線LANに係るIEEE標準化動向

• Task Group: TGbe :Extremely High Throughput (EHT) ・・・6GHz帯を含む技術拡張
• 最大スループット最低30Gb/s
• 最悪ケースでの遅延・ジッタの改善
• 対象帯域は1～7.250GHz（802.11ax：～7.125 GHzを更に拡張）
• 2.4GHz、5GHz、6GHz帯での後方互換の保証
• 802.11beの主な検討対象: PHY/MAC

• IEEE802.11axは規格化済み（2021年5月19日発行）
• 高効率規格（Wi-Fi AllianceでのWi-Fi6認証に対応）
• 当初は、対象周波数を～6GHzとしていたが、

各国動向等に鑑み、～7.125GHzに拡張。

(1) 802.11axにおける周波数拡張

(2) 802.11beの検討状況



6GHz帯無線LANに係るIEEE標準化動向（つづき）
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802.11be標準化タイムライン







＜ARIB無線LANシステム開発部会から提案されたユースケース、適用例（順不同）＞

• ブロードバンド通信に対する需要はさらに増加
• 低遅延、大容量 (無線LAN 160 MHz/320 MHzチャネルのサポート）
• 高精度の位置推定
• 低消費電力
• 5G/6Gと共存しかつ相互補完する手段
• 5G/LTE機器（モバイルルーター）とのシナジー
• 5Gが本格化した場合でも、免許不要システムは末端の機器への無線アクセス回線を提供するという意味

で引き続き重要な役割を担う
• 革新的な新しいモバイルアプリケーション
• ビデオストリーミング
• ナビゲーション
• AR/VR/XR
• ロボット制御
• 障がい者のアクセサビリティ
• 屋内M2M
• 装着型のPAN (Personal Area Network)、ウェアラブル
• 高速 and/or高信頼が要求されるインフラ、2 Gbps以上環境の実現
• 可搬な(5Gと組み合わせた)高速通信
• メッシュネットワーク、バックホール
• 混雑解消、DFS回避
• ホームデバイス
• 教育、製造業、医療への利用
• 屋外、屋外移動、屋内
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無線LAN業界が想定のユースケース
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屋内で利用可能な距離で
ギガビット通信のための無線インター
フェイスを提供可能

ユースケース

• 家庭・住居用マルチAP/
メッシュネットワーク

• 集合住宅住戸シングルAPネット
ワーク

• 高密度企業ネットワーク
• 屋内会場
• 産業用IoT

低電力屋内(Low Power Indoor)

屋内低電力（LPI)デバイスは既存無線運用を保護

＜無線LANビジネス推進連絡会が想定するユースケース＞

• FCC規則はより広帯域トラヒックを奨励する
一方、APカバレッジを厳しく制限

海外では以下の条件で認可済

• 屋内運用に制限
– 取外し不可のアンテナ
– プラグイン（バッテリーバックアップなし）
– 耐候性なし
– 屋内使用制限のラベル貼付

無線LAN業界が想定のユースケース（つづき）
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 米国、韓国及び英国は制度化後の機器認証の段階まで進み、欧州（英国除く）、カナダ及び南米等の国は制度
化まで進んでいる。（我が国は制度化検討開始。）

 周波数割当は1200MHz幅と500MHz幅の二通りに分かれる。
 制度化済みの国では、主に無線LANの屋内利用限定(LPIモード:1W(eirp))、小電力(VLPモード:25mW(eirp))、

高出力(データベースを参照するSPモード:4W(eirp))の導入を図っている。

（2021年9月現在）









































⑦ 6GHz帯無線LANと既存無線システムの周波数共用検討（２）
～周波数共用検討における論点整理～
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１ ITU-Rにおける移動通信システムに関わる共用検討では、モンテカルロ確率法によるシミュレーションを実施しており、無線
LANの共用検討に関して米国ではモンテカルロ法を用いている。これまでの実績からモンテカルロ法による手法が有効と考
える。（無線LAN側）

２ 無線LANは固定設置されるため、万が一強い干渉を受ける位置に設置された場合は、シングルエントリーによる干渉計算で
も回線に影響が出ることが確認されているため、確率的な評価基準は適さないものと考える。（固定通信事業者）

３ 固定局間で周波数を共用しているため固定局間の干渉もあり、それを加味しなければ、実環境での干渉に比べ過小評価と
なる。（固定通信事業者）

４ 放送番組中継システムについては、電波干渉による回線瞬断は放送事故に直結するため、モンテカルロによる確率的な評
価は相応しくない。代わりにシングルエントリーによる最悪値での検討を行うべき。 （放送事業者）

論点： ① 周波数共用のシミュレーション手法に関して

１ 干渉検討に用いる既存無線システムのアンテナパターンは、

・ 実在するアンテナに近い特性であるITU-R勧告F.1245を採用すべき。実アンテナに近い小径のパターンを使うことも提案。

（無線LAN側）

・ 国内の運用状況に鑑みて、電波法関係審査基準に基づき回線設計がなされていることから、共用検討においては同審
査基準に規定するアンテナパターンも考慮されるべきである。（既存無線事業者）

２ 干渉検討に用いるI/Nは、

・ 欧州の共用検討で使用されたI/N=-10dBを用いることが妥当である。米国FCCはI/N=-6dBを適用。（無線LAN側）
・ 回線設置の制約等を踏まえ雑音配分の規定から、I/N=-20dBを用いることが妥当である。（放送事業者、固定通信事業者

（電力関係））
・ 固定局の国内運用は、電波法関係審査基準に基づき回線設計がなされていることから、共用判定基準としてはITU-Rをべ
ースとした「I/N基準及び時間率」ではなく、同審査基準に規定の「C/I基準及び瞬断率」を用いるべきである。（既存無線事
業者）

・ 固定局間で周波数を共用しているため固定局間の干渉もあり、それを加味したC/(N+I)で評価すべき。（固定通信事業者）

論点： ② 周波数共用検討に用いるアンテナパターン及び共用判定基準に関して

周波数共用検討における論点整理
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＜令和３年（2021年）＞

○９月７日 無線LAN作業班（第３回）

○ 10月中旬 陸上無線通信委員会へ中間報告

○ 11月中旬 6GHz帯周波数共用アドホックグループ（第３回）

○ 12月中旬 無線LAN作業班（第４回）【報告書案の作成】

＜令和４年（2022年）＞

○１月中旬 陸上無線通信委員会【報告書案の審議】

○２～３月 報告書（案）のパブリックコメント

○３月下旬 陸上無線通信委員会【パブコメ結果】

○４月 情報通信審議会 一部答申

情報通信審議会の審議スケジュール（案）



355.2GHz帯及び6GHz帯無線LAN作業班 構成員名簿（敬称略）

氏 名 所 属
梅比良 正弘 南山大学 理工学部 電子情報工学科 教授
足立 朋子 （株）東芝 研究開発センター ワイヤレスシステムラボラトリー 研究主幹
石田 和人 フェイスブックジャパン（株） コンサルタント
伊藤 泰成 KDDI（株） 電波部 管理グループ マネージャー
井原 伸之 （株）フジテレビジョン 技術局計画部 部長職
大石 雅寿 大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 国立天文台 天文情報センター 特任教授
岸 博之 東京都 総務局 総合防災部 防災通信課 統括課長代理
小橋 浩之 スカパーJSAT（株） 宇宙技術本部 通信システム技術部 第1チーム アシスタントマネージャー （令和３年９月７日以降）
小林 佳和 日本電気（株） デジタルプラットフォーム事業部
斎藤 一賢 日本電信電話（株） 技術企画部門 電波室 室長
城田 雅一 クアルコムジャパン合同会社 標準化本部長
高田 仁 （一社）日本民間放送連盟 企画部 専任部長
鷹取 泰司 （一社）電波産業会 無線LANシステム開発部会 副委員長
津村 仁 内閣府 政策統括官（防災担当）付 参事官（災害緊急事態対処担当）付 参事官補佐（通信担当）
中川 義克 インテル（株） 政策渉外部 日本担当ダイレクタ
中牟田 敏史 海上保安庁 情報通信課システム整備室 課長補佐
中村 淳一 国土交通省 大臣官房技術調査課 電気通信室 企画専門官
成清 善一 日本放送協会 技術局 計画管理部 副部長
成瀬 廣高 （株）バッファロー ネットワーク開発部 ODM第一開発課 課長
蓮池 真樹 スカパーJSAT（株） 宇宙技術本部 通信システム技術部 第1チーム アシスタントマネージャー （令和３年９月６日まで）
畠山 浩輝 警察庁 情報通信局 通信施設課 課長補佐
菱倉 仁 （株）IPモーション モバイルソリューション事業部 チーフエンジニア
藤本 昌彦 シャープ（株） 研究開発事業本部 副本部長
古川 英夫 （一社）JASPARコネクティビティWG主査
前田 規行 （株）NTTドコモ 電波企画室 電波技術担当課長
前原 朋実 （一社）無線LANビジネス推進連絡会 技術・調査委員会 副委員長
三島 安博 Apple Japan, Inc. Wireless Design Regulatory Engineer
村上 誉 （国研）情報通信研究機構 ネットワーク研究所 ワイヤレスネットワーク研究センター ワイヤレスシステム研究室 主任研究員
柳下 勇一 東京電力パワーグリッド（株）電子通信部 通信ネットワーク技術センター ネットワーク総括グループマネージャー
安江 仁 電気事業連合会 情報通信部 副部長

【主任】


